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２０２１衆議院総選挙特集！１０月１９日公示、３１日投開票！


争点は自分自身の生活実感から決める！選挙に行って政治を変えよう！














　菅首相の退陣表明後の自民党総裁選を経て、１０月４日に岸田文雄氏が首相に就任しました。その後、異例の速さで１４日に衆議院を解散し、３１日投開票で衆議院選挙を行うことを表明。野党の国会開会要求を３ヶ月近く放置したあげく、開いたと思えばほとんど議論せず解散。自公政治の表紙だけ付け替えても『国民のいのちを守る』政治は実現できない。コロナ禍で苦しんできた私たちの要求を大いに議論し、職場の仲間に政治を変える選択を呼びかけよう。





【選挙に行って政治を変えよう】


　私たちの命、くらし、仕事と政治は密接にかかわっています。新型コロナウイルス感染拡大によって、まともな医療・介護・保健所の体制がひっぱくし命が脅かされているのも、働いてもまともに生活が出来ないほど賃金が低いのも、政治の在り方に大きく左右されています。


　１０月３１日には衆議院議員選挙が行われます。私たちの要求を、投票に行き政治を変えることで実現させましょう。


　憲法９条改憲反対、生活と雇用、命と生業を守るコロナ対策や全国一律最低賃金制の確立、消費税５％への減税などの要求を市民と野党の共闘と、私たちの一票で要求実現を可能とする政治にしましょう。











































































































選挙に行くことは『声』をあげること。政治を、社会と暮らしを『変える』ために行動を！





【国民主権の新しい政治を】


　岸田文雄自民党総裁は、党役員人事で口利き疑惑の甘利氏を幹事長に、公文書改ざんの麻生氏を副総裁に据えました。閣僚でも加計学園疑惑の萩生田氏を経済産業大臣に据えるなど、国政私物化疑惑の解明に背を向けていると言えます。政策では、コロナ対策で弱者への給付金を言及していますが金額等は与党に丸投げ。経済政策の『新しい日本型資本主義』は『新成長戦略』と軌を一にすると経団連会長が礼賛。安倍改憲の実現を表明し、核兵器禁止条約や原発ゼロなどの国民要求にも背を向けています。いまこそ国民主権の新しい政治を実現しましょう。





【政権交代で賃金・雇用格差の是正を】


　コロナ禍で日本経済はリーマンショック時を超え、戦後最悪の事態にあります。特に飲食・旅館などのサービス産業で働く労働者は解雇や雇止めが横行し、特に６割を占める女性労働者はより深刻です。政府統計に表れない実質失業者は１５０万人。民間企業でも１万人を超える希望退職者が出ています。


　いま必要なのは中小企業者への補償対策、雇用調整助成金など国による雇用対策の拡充です。また、政府が進める裁量労働制の対象拡大や無権利の労働者をつくる『雇用


によらない働き方』政策を許して


はいけません。
















































































HOW TO VOT（投票のしかた）





公示・告示の前日時点で、今お住まいのところに３ヶ月以上住民票があれば、お住まいの市区町村で投票できます。





1．朝７時～夜８時までに投票日に


投票しよう。


　　選挙前に送られてくる投票所入場整理券を持っていきますが、整理券が無くても投票できます。





２．公示・告示日の翌日から投票日


前日までOK。期日前投票しよう。


仕事や旅行で投票日に投票所へ行けない


場合は期日前投票をしよう。朝８：３０～夜８：００まで。投票所や時間はHPなどでチェックしよう。





３．不在者投票も活用しよう。


　　郵送のやり取りに時間がかかるため、早めの手続きをしましょう。











�





【若者が政治を変える】


２０２０年に行われたアメリカ大統領選挙では、トランプ前政権で深刻化した貧困と格差に対して、最低賃金１５ドルへの引き上げや男女同一賃金の実現などを掲げたバイデン氏が新たな大統領となりました。





































































































自らの一票を投じて、新しい政治を実現しよう！








アメリカの労働組合は、大統領選挙でバイデン氏勝利に向けてたたかい、最低賃金引き上げや富裕層への課税強化や『連邦最低賃金１５ドル』を表明させるなど選挙の中で要求を大きく前進させています。この選挙はＺ世代と呼ばれる１６～２５才の若者たちが大活躍。トランプ氏の価値観に反発し、黒人差別や女性差別、ＬＧＢＴＱへの差別・偏見に立ち向かい、若者の投票率を倍増させました。日本でも、私たちの声を政治に反映させましょう。

















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


